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研究成果の概要（和文）：本研究は、高校生に対する入学から卒業までの継続調査で対象となっ

た高校生を、卒業後まで追跡し、在学時との連続性と変化の実情について明らかにしようとす

るものである。研究の結果、１）継続調査特有の脱落サンプルの影響があってデータ分析には

慎重な解釈を要するが、全体として貴重なデータ収集が行えたこと、２）高校生時点からあっ

た若者の「やりたいこと志向」は、当初に強く表れるのではなく、卒業後に至るまで継続して

高まる傾向にあること、とりわけ就業継続希望の弱い女子において顕著に表れる傾向があるこ

とが明らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to find the changes of consciousness and 
actions from the age of  high school students who were sampled in our survey two years 
ago, to the present . We found that we could gather good data we can analyze for our 
research, though we have to notice the bias of our data. We also found that many high 
school students had the consciousness of ‘doing what I want to do’ and the consciousness 
increased after graduation. Especially, female students who didn’t want to work at a 
company for a long time were inclined to have this consciousness stronger than others. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、若年者のキャリア形成に関する社会
的関心が高まりつつある。そのもっとも典型
的な問題がフリーター・ニート問題であるが、
それ以外にも従来は日本的な就職メカニズ
ムとして注目されていた高等学校による学
校推薦システムのゆらぎが指摘され（たとえ
ば、本田 2005、筒井 2006 など）、一方で少

子化と高等教育拡大策の影響で従来は進学
をしていなかった学力層の進学が急増して
いることにも徐々に研究上の関心が向けら
れつつある（たとえば苅谷、中村 2006）。こ
のように、進学にせよ正規雇用への就職にせ
よ非正規雇用への就職にせよ無業にせよ、こ
れらの問題すべての結節点となっているの
が、高等学校卒業時点での進路選択の問題な



２．研究の目的 のである。 
以上のような背景のもとで、本研究の目的

は次のようになる。すなわち、本研究は、平
成 19 年度までに科学研究費若手研究（B）で
研究代表者が実施した、高校生に対する入学
から卒業までの継続研究の続編というべき
調査研究であり、その調査で対象となった高
校生を卒業後まで量的・質的に追跡するもの
である。高等学校在学中の３年間で蓄積され
た豊富な調査データと、本科研の調査で得ら
れる卒業後の状況を把握するデータを接続
させて分析することにより、これまでにない
総合的な高校生の進路選択研究を行うこと
を目的とする。 

こうしたことから、近年では多くの教育研
究者がおおむね高卒以後の時点を中心とす
る進路選択プロセスを追跡する形の大規模
なパネル調査を実施してきている。たとえば、
学術創成科研の矢野真和・金子元久らの高校
3 年生を起点とする継続パネル調査の研究、
東京大学社会科学研究所の石田浩・佐藤香ら
の 20代から 30代の若年層を対象とするパネ
ル調査研究、乾彰夫ら日本教育学会のグルー
プによる 20 歳パネル調査などが実施されて
きた。しかしながら、これらの調査研究には
共通して不足している情報がある。第一に、
若年層の進路選択にとって無視できない影
響力があると考えられる学校在学中の生活
や意識に関する情報である。パネル調査のス
タートが１８歳であったり２０歳であった
りということで、学校時代の情報はおおむね
回顧情報に頼るしかない設計となっている。
第二に、いずれも大規模な量的調査であると
いうことである。全体的傾向はこれで把握で
きるが、選択プロセスのリアリティが十分に
再現しきれない部分がある。一方で進路選択
の質的な調査研究もあるが（古賀 2007、乾
2006 など）、これらの事例は逆に全体の中で
の位置づけが難しい部分がある。 

 
３．研究の方法 
本研究の方法の柱は、高校３年間継続のパネ
ル調査を延長し、同じ対象に対して卒業後１
年半の時点で追跡的アンケート調査を実施
したということである。調査時点を１年半の
時期にセットするのは、あまりに近すぎては
変化と連続性の問題を扱うデータとなり得
ないこと、一方であまりに遠すぎては若年層
の場合は特に進学や就職で引っ越しなどを
してしまい、追跡自体に困難な要素が増えて
しまうこと、調査準備の期間をある程度確保
する必要があること、質的調査のタイミング
も考慮しなければならないこと、などを総合
的に勘案した結果である。 

申請者はすでに高校生の日韓比較研究を
行った際に、韓国の高校生と比べて顕著だっ
た日本の専門高校生の特徴として、教育アス
ピレーション（進学への意欲）を在学中に
徐々に高めていく傾向にあることをデータ
で確認していたが、この時点では高校生に対
する回顧的な調査情報から得た暫定的な知
見であった（中村・藤田・有田編 2002）。そ
こで高等学校に入学してから卒業するまで
の全過程を網羅する「学校パネル調査」を考
案し、関西圏の５つの高校の入学者全員に対
する調査を約２年半前にスタートさせ、高校
在学中の生徒の生活や意識の実態と進路選
択プロセスの関連を検討した。さらに、この
「学校パネル調査」に進路行事・ロングホー
ムルームの観察や生徒・教師へのインタビュ
ーといった質的調査も並行して実施した。こ
うした調査設計により、高校３年間の進路選
択過程に関する総合的な情報収集を行って
きた（申請者を研究代表者とする若手研究
（B）による研究）。こうした調査設計は進路
選択についての大規模パネル調査や質的研
究で不足している情報を相当程度補いうる
ものとなっている。ただし、この科研は卒業
直前の進路調査を実施して終了することに
なっており、３年間追跡してきた高校生たち
が卒業した後にどのような動きを見せるの
かということは昨今の研究状況をみても大
変に興味をもたれるところであった。 

 調査は調査対象校と協力体制をとり、調査
対象校の指定封筒を使う・調査対象校と連名
での調査とするなど、回収率を改善するため
の工夫を行った。卒業生調査の回収状況は、
他の先行事例にもあるように十分な返送が
期待できない部分があり、実際本調査でも必
ずしも高い回収率が得られたわけではない
が、分析に必要な一定数のサンプルを確保す
ることはできた。なお、調査票の回収状況は
次の図１に示した通りである（片山悠樹作
成）。第６回調査が本科研における卒業生調
査の回収率を示している（当該学年の入学者
数を 100 とした場合）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 1 調査回収状況（％） 
  
  



４．研究成果 
 
 本研究で収集したデータは多岐にわたり、
今後も様々な角度から分析することが可能
であり、貴重なデータの作成ができたことは、
本研究の非常に大きな成果としてあげるこ
とができる。 
 以下では、これまでに分析を行った結果の
うちで、特に注目すべきポイントに絞って、
研究成果を具体的に報告する（詳細は、以下
に記載の【学会発表】②西田・片山・中村ほ
か（2010）にて報告している）。 
 第一に、具体的な内容の分析に入る前提と
して、卒業生調査サンプルの脱落傾向の分析
を行った。その結果、男性で回収率が女性に
比べてやや低くなること、学科別には回収状
況はあまりかわらないが、進路別では若干の
違いがあること、とりわけ「高卒直後に未定
/フリーターだった」層は調査に回答しない
傾向があることが明らかとなった（図２）。
また、高校時代の成績については、良い成績
だった者ほど調査に回答する傾向があるこ
と、社会階層については特に回収状況に影響
していないことが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 以上の分析を総合的に判断するため、これ
らの諸変数を同時に組み込んだモデルで多
変量解析（ロジスティック回帰分析）を実施
したところ、様々な変数を統制したうえでも
なお、性別・成績・進路（未定/フリーター）
は卒業生調査に非協力になりがちであるこ
とが明らかとなった（表 1）。 
 

表 1 脱落サンプルの規定要因分析 
（ロジスティック回帰分析） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 第二に、以上の分析を踏まえたうえで、在
学時の状況から継続した質問項目を用いた
分析を行った。その中でも分析メンバーの一
人である片山悠樹が注目したのは、「やりた
いこと志向」の分析である。この分析結果が
本科研の研究成果全体を代表する知見とい
えるので、ここではその概要を簡略に報告す
る。 
 「やりたいこと志向」はすでに久木元の研
究で検討されているが、そこでは正規就業へ
の道が険しい女子においてこそ、かえってや
りたいこと志向が表面化するとの指摘があ
る（久木元真吾 2003，「『やりたいこと」とい
う論理－フリーターの語りとその意図せざ
る帰結－」『ソシオロジ』148 号』）。本調査に
おいても、同様の関心から「やりたいこと志
向」については、高校在学時点の調査から調
査項目化してきた。 
 そこでまず継続パネル調査の特性を生か
して、調査時点ごとの「やりたいこと志向」
の趨勢を分析してみた。「やりたいこと志向」
は、その言葉のイメージから、当初に実現性
の低い進路希望が多く、時間がたつにしたが
って徐々に現実的な志向性に切り替わって
いく傾向があるように予想されたが、実際に
は、次の図３-1 にもあるように、全体として
は年齢が上がるたびに増加傾向が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 そこで前述の先行研究から推論される仮
説を検証するために、性別および長期就業希
望意識の有無によって「やりたいこと志向」
の推移をさらに詳細に検討した。その結果、
以下の図３-２にあるように、女性において
のみ、長期就業を否定する意識と「やりたい
こと志向」が相関する傾向が、高校３年次か
ら卒業後にかけて生じていることが明らか
となった。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



 こうした傾向が他の変数を統制したうえ
でも見られるほどの頑健性を示しているか
どうかを確認するために、やはり多変量解析
の手法によって分析を試みた。その結果、３
年３学期の時点でも、また卒業後２年の時点
でも、女子においては長期就業を継続しない
場合に有意に「やりたいこと志向」が高まる
という傾向が確認された（表 2、表 3）。 
 以上のことから、「やりたいこと志向」は
卒業後２年目においては、在学時に比べてさ
らに高くなる傾向を有しており、それは特に
女性に顕著な傾向となっている。在学時でも
長期就業意識の低い層では高校３年次にす
でに「やりたいこと志向」の分化がはじまり、
卒業後はさらに明確化するということが明
らかとなった。ただし、これらの分析結果は、
特定の地域の高校卒業者を対象としたデー
タから得られたものであり、また前段でも検
討したように、回収状況の偏りを伴ったデー
タである。今後はこのデータをさらに詳細に
検討し、より一層確かな知見に高めていく作
業が必要である。 
 
 

表 2 「やりたいこと」志向上昇の 
規定要因分析（3年 3学期） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

表 3 「やりたいこと」志向上昇の 
規定要因分析（卒後 2年） 
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